
アルゼンティン共和国

人口統計プロジェクト

巡回指導調査団報告書

平 成 10 年 11 月

国 際 協 力 事 業 団

医 療 協 力 部

No.

医 協 二

Ｊ　Ｒ

98 - 47



序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　アルゼンティン共和国人口統計プロジェクトは、平成７年９月15日から５年間の協力期間にお

いて、同国の人口・社会福祉・保健政策の策定および実施に資するため、人口統計システムを改

良することを目的として協力が開始されました。

　このたび、協力開始後３年あまりの時点でこれまでの活動内容を確認し、本プロジェクトにか

かわる専門家とカウンターパートに必要な助言を提供し、また本プロジェクト当初の目標を達成

するために必要な事項をアルゼンティン共和国関係者と協議するため、国際協力事業団は、平成

10年10月26日から11月７日までの日程で総務庁統計局顧問小山弘彦氏を団長として巡回指導調査

団を派遣しました。

　本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに本調査にご協力を賜りました関係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、本プロジェ

クトの実施運営に対しまして更なるご指導・ご鞭撻をお願い申し上げます。

平成10年11月

国 際 協 力 事 業国 際 協 力 事 業国 際 協 力 事 業国 際 協 力 事 業国 際 協 力 事 業 団団団団団
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１．巡回指導調査団派遣１．巡回指導調査団派遣１．巡回指導調査団派遣１．巡回指導調査団派遣１．巡回指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　1997年度版“WORLD DEVELOPMENT REPORT”によると、1995年のアルゼンティン共和国（以下、

アルゼンティン）の人口は3,470万人である。

　近年の人口増加率は1.3％（1980～1992年)、５歳未満児死亡率は23.8／1000人（1993年)、平

均寿命は男性68.6歳・女性75.7歳（1990～1995年)、１人当たりＧＮＰは8,060米ドル（1995年）

とこれら経済、社会指標は比較的高い水準にあるといえるが、財政赤字、高い失業率等改善すべ

き課題が依然山積みとなっている。社会福祉や医療サービスの向上も重要課題であるが、それら

の政策策定と実施に不可欠な人口情報を中心としたアルゼンティンの基本的統計システムの整備

が遅れている。

　国際協力事業団（以下、ＪＩＣＡ）は1993年３月に基礎調査団を派遣し、人口統計分野の基礎

情報を収集したが、その後、同国はわが国に対しより効果的な国家開発計画、人口政策の立案・

実施を可能とするため、中央および地方レベルの統計データの整備と、広大な国土（面積約277

万km2）に在住する国民全体をカバーする統計データのネットワーク化を図ることを目的として

プロジェクト方式技術協力を要請越した。

　上記要請を受け、ＪＩＣＡは1994年８月に事前調査団を派遣し、続いて1995年４～５月に長期

調査員を派遣し、プロジェクトの実施可能性につき調査を行った結果、1995年７～８月に実施協

議調査団を派遣し、アルゼンティン経済公共事業省経済企画庁長官との間で討議議事録（Ｒ／Ｄ）

に署名交換した。

　本プロジェクトの基本計画は、アルゼンティンの人口・社会福祉・保健政策の策定および実施

に資するため、人口統計システムの改良を目的とし、同国経済公共事業省経済企画庁国家統計セ

ンサス局（以下、ＩＮＤＥＣ）において、①人口統計情報システムの構築 、②2000年人口センサ

スの準備、③統計職員の教育体制の確立を図る計画であり、1995年９月15日から2000年９月14日

までの５年間を協力期間としている。

　ＪＩＣＡは本プロジェクト開始後、1996年10月に計画打合せ調査団を派遣したが、1997年７月

に国と州の統計職員の教育・訓練事業に必要な経費（ローカルコスト）の一部を支援するため、

上記Ｒ／Ｄの追加文書に署名交換した（中堅技術者養成対策費による協力開始)。

　今般、プロジェクト終了まで残すところ２年弱となった現時点で、これまでのプロジェクト活

動の達成状況を確認し、終了時までの活動方針の確認、見直しおよび策定を行いプロジェクト運

営の適正化を図ることを目的として、総務庁統計局顧問小山弘彦氏を団長とする巡回指導調査団

を1998年10月26日から11月７日までの日程で派遣した。
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１－２　調査・協議項目１－２　調査・協議項目１－２　調査・協議項目１－２　調査・協議項目１－２　調査・協議項目

(１) プロジェクト投入実績（専門家、機材、カウンターパート研修員、現地業務費）

(２) プロジェクト活動の達成状況および今後の協力計画

１) 人口統計データベースの構築

・統計データベースシステムの開発について

・ＢＤ－ＣＥＮをベースにした開発の現状と今後について

・ｄｂ－ＩＮＤＥＣ開発の現状と今後について

・地方分散処理システムについて

・地理情報システム（ＧＩＳ）について

２) 2000年人口センサスの準備

・1991年人口センサスの評価について

・試験調査の実施について

・ＧＩＳを用いた調査区の設定テストについて

・集計計画、結果の公表計画について

・人口センサス結果の利用、活用手法の指導について

・2000年人口センサス計画会議について

・国と地方との連携体制の整備について

・第４回アルゼンティン人口学会への出席について

・メルコスール2000年人口センサス協議会への出席について

・2000年人口センサスの実施指導等について

・2000年人口センサス事後調査、事後評価について

３) 統計職員の教育・訓練

・統計職員教育・訓練プログラムの作成

・統計教育・訓練の実践

・人口センサスの広報・宣伝

(３) プロジェクト活動に関する協議事項

・ＩＮＤＥＣ職員退職によるプロジェクト実施体制への影響

・モデル州以外の州への機材供与の可否

・プロジェクト期間終了後のフォローアップ体制

・2000年人口センサス準備におけるメルコスール各国との関係

・2000年人口センサスキャンペーン計画（啓蒙普及活動費）
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・統計調査環境調査の実施

・カウンターパート研修員枠について

・その他

１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成

　　担　当 　氏　名 　　　　　所　　　属

団長（総括） 小山　弘彦 総務庁統計局顧問

特殊法人北方領土問題対策協会専務理事

人口統計（統計企画） 鈴木　基之 総務庁統計センター人口製表部

人口製表第一課長

人口統計（データベース） 細田　雄二 総務庁統計センター管理部情報処理課

システム専門官

協力計画 松本　明博 ＪＩＣＡ医療協力部

医療協力第二課課長代理
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１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程

日順  月　日 曜日 　　　　　　　　　　移動および業務 　 　　備　　考

１ 10月26日 月 移動　11:00　成田発（NH010）→09:15　ニューヨーク着

移動　22:15　ニューヨーク発（AA955）

２ 10月27日 火 　　　→11:12　ブエノスアイレス着 宿泊：ブエノスアイレス市

ＪＩＣＡ事務所打合せ、日本大使館表敬

外務通商宗務省国際協力局表敬

３ 10月28日 水 ＩＮＤＥＣ表敬、プロジェクトチームと協議 同上

４ 10月29日 木 ＩＮＤＥＣと協議 同上

５ 10月30日 金 ＩＮＤＥＣとミニッツ協議 宿泊：サンタフェ市

移動　ブエノスアイレス発→サンタフェ着

６ 10月31日 土 サンタフェ市およびエントレリオス市の第４次試験調査の視察 宿泊：ブエノスアイレス市

移動　サンタフェ発→ブエノスアイレス着

７ 11月１日 日 資料整理等 同上

８ 11月２日 月 第１班　移動　ブエノスアイレス発 （小山団長、松本代理）

　　　　　　　→サンルイス着（サンルイス州） 宿泊：サンルイス市

　　　　機材供与式、地方統計研修室開所式出席

第２班　移動　ブエノスアイレス発 （鈴木団員、細田団員）

　　　　　　　→イグアス着（ミシオネス州） 宿泊：イグアス市

　　　　2000年人口センサス第４次調査視察

９ 11月３日 火 両班　　プロジェクトモデル州視察 宿泊：ブエノスアイレス市

第１班　移動　サンルイス発 同上

　　　　　　　→ブエノスアイレス着

第２班　移動　イグアス発 同上

　　　　　　　→ブエノスアイレス着

10 11月４日 水 午前　ＩＮＤＥＣとミニッツ最終協議 同上

午後　ミニッツ署名

11 11月５日 木 ＪＩＣＡ事務所へ調査報告

移動　21:15　ブエノスアイレス発（AA956）

12 11月６日 金 　　　→06:19　ニューヨーク着

13 11月７日 土 移動　11:00　ニューヨーク発（NH009）

　　　→14:50　成田空港着
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１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者

(１) アルゼンティン側関係者

１) 外務通商宗務省国際協力局

二国間協力部長 Ms. Norma Nascimbene DUMONT

二国間協力部日本担当官 Ms. Andrea FORNASARI

２) 経済公共事業省経済企画庁

経済企画庁長官 Dr. Rogelio FRIGERIO

経済企画庁国家統計センサス局（ＩＮＤＥＣ）

　局長 Dr. Hector MONTERO

　統計手法技術国家統計システム調整部長 Mr. Patricio CARRANZA

　社会人口統計部長 Ms. Juana CARRIZO

　人事部長 Ms. Ana Maria EDWIN

　社会人口統計部人口統計課

　　（サンタフェ州・エントレリオス州に随行） Ms. Antonia GIANGUALANI

　　（ミシオネス州に随行） Ms. Laura CAZZOLLI

３) サンタフェ州

総務技術庁企画統制局次官 Dr. Bruno BUDINI

統計局長 Ms. Raquel M. S. PELLATELLI

統計局ロサリオ支局等職員 Mr. Marini GUSTAVO

４) エントレリオス州

パラナ市司法長官 Dr. Carlos MOLINA

統計局長 Ms. Graciela Mingo BEVILACQUA

５) サンルイス州

知事 Dr. Adolfo Rodriguez SEA

財務局長 Ms. Graciela CORVALAN

社会人材開発局長 Mr. Ignacio Moises P. M. GARCIA

総務局長 Mr. Matilde Elina DARACT

統計局長 Ms. Mana Ines BLOIS

６) ミシオネス州

統計局長 Ms. Marta Y. Suarez PALOU

統計局人口統計コーディネーター Ms. Liliana A. NADALI

TV-CATARATASレポーター（ブラジル） Mr. Wilson KIRSCHE
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(２) 日本側関係者

１) 在アルゼンティン日本大使館

一等書記官 青木　保男

２) ＪＩＣＡアルゼンティン事務所

所長 大澤　尚正

次長 野末　雅彦

所員 隈部　ビクトル

通訳 カナシロ　マサル

３) アルゼンティン人口統計プロジェクト

チーフアドバイザー

　　　（兼人口統計・統計教育分野専門家） 藤田　峯三

業務調整分野専門家 鈴木　和廣

情報処理分野専門家 澤田　城二
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２．要約２．要約２．要約２．要約２．要約

　「アルゼンティン国人口統計プロジェクト」は1995年９月15日から2000年９月14日までの５年

間を協力期間として開始されて現在、３年を経過した。

　この時期に同プロジェクトの当初目的に対する進捗状況を確認し、その成果を評価するととも

に、終了時までの活動方針の確認、見直しおよび策定を行うことを目的として巡回指導調査団が

派遣された。

　同調査団は４名で構成され、1998年10月26日から11月７日までの13日間の派遣期間で現地調査

が実施された。

　本プロジェクトは、おおむね計画どおり実施されており、今後計画どおりに進行すれば、本プ

ロジェクトの終了期限（2000年９月）までには、当初の目的を達成できる見通しであることを確

認した。また、調査団はＩＮＤＥＣおよびプロジェクトチームに対し、① 2000年３月（終了期限６

カ月前）に実施が予定されている終了時評価調査の準備として、アルゼンティン側（ＩＮＤＥＣ）

投入実績（金額等）を整理し提示すること、 ②今後の円滑なプロジェクトの進捗を図るため、

2000年人口センサスの集計計画および結果の公表計画をできるだけ早期に作成すること、③調査

員（主に小学校教師の委嘱で確保される）等への教育・訓練システムとして遠隔地視聴覚教育シ

ステムは有効と思われるので、これを推進するよう伝えた。

　また、アルゼンティンは24の統計機関（22州政府、１連邦地区、１直轄領）を有しており、

ＩＮＤＥＣの指導のもとに、本プロジェクトの対象モデル５州（チュブット、ミシオネス、サル

タ、サンルイス、サンタフェ）を中心に、2000年センサスのための試験調査が実施され、並行し

て調査員等への教育・訓練も行われている。今後も2000年人口センサスに向けて着実に進展して

いくことが期待される。なお、2000年人口センサスは現段階において、de jure（常住地方式)、

他計方式を採用する方向で進んでいる。

　本プロジェクト目標は、アルゼンティンの人口統計システムを改良することであり、その達成

のために、①人口統計情報システムを構築し、②2000年人口センサスを準備し、③統計職員の教

育・訓練を行う計画となっている。これら３項目にわたる活動は、ＩＮＤＥＣの本来業務のなか

でもかなりの部分を占め、広範囲なものといえよう。しかしながら、アルゼンティン側と日本側

の本プロジェクトに投入する規模ならびに活動期間は限られている。また、プロジェクト終了後

もアルゼンティン自身で統計システムの改善は継続し実施されるものでもある。

　したがって、日本・アルゼンティン双方は、本プロジェクトの実施により改善が見込まれる到

達レベルとそれを測定する指標を、早急に協議し設定しておく必要がある。調査団はＩＮＤＥＣに

対しプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）を作成することを助言し、了解を得た。

なお、同ＰＤＭはプロジェクト終了６カ月前（2000年３月ごろ）に予定されている合同終了時評
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価調査にも不可欠と思われる。

　本プロジェクトの活動項目別の調査結果は次のとおりである。

(１) 人口統計情報システムの構築

１) 統計情報データベースの構築

２) 分散データ処理システム構築

３) 地理情報システム（ＧＩＳ）の構築

　当初の活動計画は上記の３項目であったが、２)の分散データ処理システムの構築は、

調査票のＯＣＲ化（光学式文字読み取り装置の導入）を採用し、ＩＮＤＥＣが調査票を

一括集中処理する方針に変更となったため、同活動は中止された。

　ＧＩＳの構築については、人口１万人以上の都市の地理データに関する整備は進んで

いるが、農村部の地域は一部の州を除き、進捗していなかった。人工衛生画像等の利用

による整備方法等、今後の検討課題となっている。

(２) 2000年人口センサスの準備

　2000年人口センサスの企画・立案にあたっては、1995年12月から1997年３月にかけ

て、1991年に実施された人口センサスの評価会議の検討結果に基づいて、2000年の人口

センサスの準備が開始されている。2000年人口センサス実行計画案の検討のため、試験

調査が７回実施される予定となり、現在まですでに３回は終了し、本調査団のアルゼン

ティン訪問時に４回目が実施されていた。

　ＧＩＳを用いた調査区の自動設定計画は、第３回試験調査の結果、困難であることが

判明し、ＩＮＤＥＣと一部のＧＩＳ先進州は今後も本件の研究は継続するものの、2000

年人口センサスでは従来の方式で調査区を設定することになった。

　1991年人口センサス時の集計計画および結果の公表計画の不備が指摘されたことから、

ＩＮＤＥＣとしては、2000年センサスのためには1999年３月までにこれらの計画（現在

のところ、集計結果の一部を2001年に、全部を2002年に公表する考えとのこと）をまと

めたいとのことであった。調査団は、これら計画立案の重要性に鑑み、集計計画および

公表計画を早期に確定するよう強調し助言した。

　また、ＩＮＤＥＣは、現時点で、2000年人口センサスの実施時期を2000年10月末に計

画しているとのことであり、同センサスの実地調査や事後の評価に関し、本プロジェク

ト終了後も日本の協力を得たい旨、要望が述べられた。このことは今後、検討すべき課

題と思われる。
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(３) 統計職員の教育・訓練

　統計職員の教育・訓練プログラムの作成と実践は、ＩＮＤＥＣおよび地方州の統計関

係の中堅職員を対象とした中堅技術者研修（具体的なカリキュラムは基礎統計、統計調

査概論、標本理論と実践、人口・就業統計、情報処理の５項目）と一般職員対象のパソ

コン活用の研修としての情報処理技術研修が実施されており、おおむね順調に推移して

いる。

　今後は、プロジェクト終了後も先方（ＩＮＤＥＣと州統計局）自身で継続して実施で

きるようにするため、特に費用対効果に配慮し、効率的なものに改良する余地があるも

のと思われる。研修終了後は、直ちに関係者間で評価することが肝要である。

(４) 人口センサスの広報・宣伝

　現地では1999年度以降に2000年人口センサスのための広報、宣伝を本格的に実施する

予定であり、その企画・立案を行っている段階であった。

　今後、本プロジェクトはこの活動につきどの部分に協力するかは、アルゼンティン側

の1999年度予算や実行体制等を考慮し、双方でさらに緊密な協議を行い、合同委員会等

で決めていく必要がある。

　なお、アルゼンティン政府は1998年８月に2000年人口センサスを実施するための政令を制定

し、同センサスの実施を公式に決定した。このための実行予算として、ＩＮＤＥＣは9,200万ド

ル（国民１人当たり2.5ドル）を計画するとともに、近々ＩＮＤＥＣから各省庁に対し、センサ

スへの協力依頼がなされることになっている。



－10－

３．プロジェクト実施上の諸問題３．プロジェクト実施上の諸問題３．プロジェクト実施上の諸問題３．プロジェクト実施上の諸問題３．プロジェクト実施上の諸問題

(１) カウンターパートの交替によるプロジェクト実施体制の変化

　プロジェクト・マネージャーであったロペス氏（ＩＮＤＥＣ国家統計システム調整部

長）が1998年６月に民間企業へ転職したため、同氏の直属の部下であったカランソ氏が

後任に任命された。

　人口社会統計部長のカリソ氏は、定年退職後も顧問として本プロジェクトの活動を継

続している。後任は未定とのことである。

　アルゼンティン側は今までロペス氏中心にプロジェクトを進めてきたが、今後は主要

実務者の３部長合同体制で運営していくとのことであった。

(２) モデル州以外の州への機材供与

　ＩＮＤＥＣは、ＪＩＣＡの機材供与をモデル州以外に拡大することを期待したが、予

算的に困難なところ、当初計画どおりモデル５州に集中して供与することを確認した。

他州への機材協力はＩＮＤＥＣの自助努力で対応することが望ましい。

(３) プロジェクト終了後の協力の必要性

　ＩＮＤＥＣ（モンテーロ局長および関係３部長）はプロジェクト期間終了後もセンサ

スの事後評価等にかかる日本側のアドバイスを得たい旨、調査団に口頭で要望した。

　調査団は先方の希望を持ち帰り関係者と検討することとした。

(４) 2000年人口センサス準備におけるメルコスール各国との関係

　ＩＮＤＥＣより同機関（アルゼンティン統計機関）とメルコスール近隣諸国統計機関

との2000年センサスにかかる検討状況（調査項目・方法の協調・統一化と統計の共有化

等）について説明を受け、４カ国の体制づくりへの協力を求められた。

　メルコスールへの協力は意義があるが、日本側の現体制（長期専門家３名）とプロジェ

クトの今後の課題（集計計画や公表計画作成、センサス調査員等の教育、一般国民への

広報活動等）を勘案すると、新たな増員をしない限り日本側は積極的に対応できる余力

はないと思われる。

　現在、日本側はメルコスール合同会議に長期専門家を参加させる程度に止めているが、

４カ国の協調状況を把握しつつ柔軟な対処が求められる。

　なお、ＩＮＤＥＣは将来、日本の協力を得て、近隣諸国のための第三国研修の実施を

考えているとのことであった。
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(５) 2000年人口センサスキャンペーン計画（啓蒙普及活動費）

　ＩＮＤＥＣの今後の重要課題であり、現在企画中とのことであった。

　日本人専門家の技術と経験が求められている分野である。

(６) 統計調査環境調査の実施

　ＩＮＤＥＣに予算がなく、本年度の実施は困難な模様である。

　試験調査は、ほぼ予定どおり実施されている。

(７) カウンターパート本邦研修

　本邦研修は、今までに実施された10名のうち、地方（モデル５州）統計職員の研修が

１名のみであった。国の統計職員よりも統計教育に触れる機会の少ない地方職員には配

慮すべきと思われる（アルゼンティン国内の地域間格差是正に配慮)。

(８) その他

１) プロジェクト・サイクル・マネージメント（ＰＣＭ）手法の導入

　Ｒ／Ｄ記載のプロジェクト目標や成果等の認識が、アルゼンティン側と日本側でそ

の解釈に相違が生じないようにするため、また目標や成果の達成度を客観的に判断す

るためＰＤＭを作成し、指標とその調査方法を決めておく必要がある。

　ＰＤＭは終了時評価の際、必ず使用されるものであるが、プロジェクト実施中にお

いても運営管理に有効である。ＰＤＭ作成については、調査団よりＩＮＤＥＣ側に説

明し了承を得たところ、日本人専門家チームとＩＮＤＥＣは早急に協議し作成すべき

である。

　終了時評価は、2000年人口センサスの実施前に行われ、同センサスの準備状況を測

定することになるが、前もって調査項目・方法を整理しておくべきである。

　なお、本プロジェクトの終了後、事後評価を行うことは、貴重な教訓を得ることが

期待でき有意義と思われるので、終了時評価時に事後評価の時期・方法等についても

検討することは望ましい。

２) ジョイントコミティー（合同委員会）の開催

　今回の巡回指導調査時にＩＮＤＥＣ側が1999年度の活動計画、投入計画を用意して

いなかったため、合同委員会の開催ができなかったが、ＩＮＤＥＣ側の準備が整い次

第、同会議により年間計画を協議し確認することが望ましい。また、今までにアルゼ

ンティン側が投入した規模が不明瞭となっている。本プロジェクトの効率性を評価す

るためには不可欠なデータであるところ、整理しておく必要がある。
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３) 供与機材現地調達について

　情報処理ソフトや遠隔地教育ソフトの契約先（受注先）が、ＩＮＤＥＣ前部長ロペ

ス氏の転職先である米国系オラクル社となる可能性が高いところ、厳に公正な契約と

なるよう留意する必要がある。
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４．分野別報告４．分野別報告４．分野別報告４．分野別報告４．分野別報告

４－１　プロジェクト投入実績４－１　プロジェクト投入実績４－１　プロジェクト投入実績４－１　プロジェクト投入実績４－１　プロジェクト投入実績

　日本側の投入

　ＪＩＣＡは、巡回指導調査団の派遣時点において、長期専門家５名、短期専門家７名を

派遣し、カウンターパートの本邦研修員を10名受け入れ、１億7,000万円の機材供与、中

堅技術者養成事業や啓蒙普及活動事業によるローカルコスト負担等の協力を行っている。

(ミニッツに添付の実績リスト参照）

４－２　プロジェクト活動の達成状況と今後の協力計画４－２　プロジェクト活動の達成状況と今後の協力計画４－２　プロジェクト活動の達成状況と今後の協力計画４－２　プロジェクト活動の達成状況と今後の協力計画４－２　プロジェクト活動の達成状況と今後の協力計画

(１) 人口統計情報システムの構築

「人口統計情報システムの構築」に関する人口統計プロジェクトの活動事項は、次の３

項目にかかる協力となっている。

　　①　統計情報データベースの構築

　　②　分散データ処理システムと人口統計製表のためのネットワークの構築

　　③　地理情報システム（ＧＩＳ）の構築

　このシステムは、連邦政府と地方の24に及ぶ統計機関（22州政府＋１連邦地区＋１直

轄領）を接続する国内情報通信ネットワークを活用し、地理情報と人口・社会統計情報

の各データベースシステムを一体化した統合システムであり、人口統計プロジェクトで

は、５つのモデル州とＩＮＤＥＣ間における当システム構築に伴う開発支援などを主体

的に、また、当初の計画に沿ってシステム開発を行ってきている。

　人口統計情報システムの構築に関する事業の進捗状況を総括すると、ほとんどが順調

に進められてきている。しかし、｢地方分散処理システム」の開発については、調査票の

ＯＣＲ化、これに伴う入力機器の変更などにより計画の見直しが必要になったこと、現

有のデータベースシステムが2000年人口センサスの集計計画と密接な関係にあり、その

機能面の確認を行うには、集計計画の早期立案が望まれていること、が今後の課題とい

える。

　以下に、各業務の具体的な進捗状況等の調査結果、今後の協力に関する考察、計画案

などについて述べるが、人口統計情報システムに関する詳細は、小泉長期専門家（情報

処理）の任期終了報告書（附属資料 ⑤参照）に示されているため、ここでは省略する。

１) 統計情報データベースシステムの開発について

　ＩＮＤＥＣ保有の統計情報データベースは、 ①「ＢＤ－ＣＥＮ」と呼ばれる1991年

人口センサスの個別データを格納したデータベースと、 ②「ｄｂ－ＩＮＤＥＣ」と呼
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ばれる一般的な経済社会データを格納した統計データベースの２種類が存在している。

　新たに構築するシステムの開発に際しては、最新かつ高度な情報処理技術を活用し、

運用効率の向上や安全性の確保などに配慮した設計・開発が要求されており、そのた

め、既存情報の見直し、改善・改良を進めつつ、新たな機能を加えた統合システムを、

2000年人口センサス実施の前までに構築する計画に基づいて、現在遂行中である。

　主な作業事項ごとの進捗状況は、小泉長期専門家による報告（1998年４月末現在の

開発状況）から約半年しか経過していないこと、計画上開発期間内であること等によ

り、既報告分の進捗状況と比べて大幅に進展した事項はみられなかったものの、それ

ぞれ順調に進展している様子がうかがわれた。

　したがって、現在進行中の次の作業事項については、現段階において実施計画の見

直しや変更の必要性は、特にないと思われる。

＜進行中の主な作業事項＞

・データ分析用データベース開発

　ＢＤ－ＣＥＮ91（ＩＮＤＥＣによる既開発）を改良中＜Ｏｒａｃｌｅ-ｄｂ化＞

・一般公表システムの開発

　ｄｂ－ＩＮＤＥＣ97（ｄｂ－ＩＮＤＥＣ94の改良版）を開発、データ整備の

遅れによりイントラネットによる内部利用のみ

・ＧＩＳとの統合システムの開発

　地理情報データの整備の遅れから、パソコン側に地図データを置き、Visual

BASICで開発中

・データ更新システムの開発

　地方におけるＧＩＳデータの更新を行うための処理システムを開発中

２) ｢ＢＤ－ＣＥＮ」をベースにした開発の現状と今後について

　ＢＤ－ＣＥＮは、ＩＮＤＥＣがすでに開発した1991年人口センサスのデータ分析用

データベース（ＢＤ－ＣＥＮ91）を、利便性の向上などを目的に、現在Ｏｒａｃｌｅ

データベース化を図り、分析用データの作成や検索などの処理を行うためのシステム

開発を行っている状況にある。

　この開発には、Visual Basicのデータコントロールを使って、ＯＤＢＣ（Open Da-

tabase Connectivity）にアクセスする方式で開発しており、具体的なシステムの処

理内容は、データベースから対象データを検索し、検索されたデータを用いて作成し

た結果を、画面などに出力するなどの処理を、ネットワークを通じて行えるものとなっ
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ている。

　この開発にあたっては、まずプロトタイプシステムを開発し、評価等を経て、シス

テムの改良や、処理機能を拡充するなどの方法で進められ、その状況は、おおむね予

定どおりとなっている。

　今後の本システムの開発は、2000年人口センサスの個別データによる利用を狙いと

して、ＧＵＩ（Graphical User Interface）を用いた検索用ソフトウェアの改善、

検索結果をEXCEL等の他の計算ソフトに速やかに利用できるようにすること、検索や結

果表示段階でＧＩＳデータと統合できるようにすること等の機能拡充を主体に進めら

れることになっている。

　あえて不安材料を述べると、1991年人口センサスのデータを用いてＯｒａｃｌｅ

データベースを構築している過程で支障が生じた問題点（ユニークキーとなるべき情

報がユニークでない）の解消方策として、果たして、ＯＣＲ入力後のデータチェック

処理時の手法を確立できるか、または、確実に是正するための製表要員が確保できる

か、などの実務面での懸念である。

３) ｢ｄｂ－ＩＮＤＥＣ」開発の現状と今後について

　ｄｂ－ＩＮＤＥＣは、ＩＮＤＥＣがすでに開発した一般公表向けの各種統計調査結

果の提供を行うためのデータベース（ｄｂ－ＩＮＤＥＣ94）を、利便性向上などを目

的に、従来のテキスト形式からEXCEL形式に変換するとともに、検索機能の充実を図る

ためにシステムを改良してきたもので、その開発は完了している（1996年７月)。しか

し、ＩＮＤＥＣ側が準備することとなっている結果データの整備が遅れているため、

現在のところ、インターネットでの提供は、従来のテキスト形式によるもので、新た

なEXCEL形式によるものは、イントラネットでの内部利用に止まっている。

　本プロジェクトでは、今後も引き続き、ＩＮＤＥＣ側に対してデータ整備の促進方

の要請を行っていくとともに、ｄｂ－ＩＮＤＥＣ、ＢＤ－ＣＥＮおよびインターネッ

トによる利用システムで使用するデータベースのＯｒａｃｌｅ化、共有できる情報整

備、ＧＩＳデータとの連携など、技術的な面の検討を進めているところである。

　なお、2000年人口センサスでは、集計結果表の充実化が進められていくこととなっ

ており、利用者にとっては、さらに本システムへの期待が大きいと思われる。

４) 地方分散処理システムについて

　1980年および1991年人口センサスでは、共に集中型（中央で、入力～集計）で処理

してきたが、1994年経済センサスにおいて、地方州政府の分散入力による実施効果が

大きかったことから、2000年人口センサスでは、もう一歩踏み込んだ形で、ＯＭＲ

（光学式マーク読み取り装置）調査票の内容検査、符号格付、入力処理などを、地方
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州政府において行う、いわゆる「分散処理」方式で行い、集計の早期化を図ることと

していた。

　しかし、ウルグァイにおける1996年人口センサスでＯＣＲ（光学式文字読み取り装

置）調査票の採用が成功したとのことから、ＩＮＤＥＣでは、調査票のＯＣＲ化への

方向に傾き、試験調査（第３回、第４回）でもＯＣＲ調査票により実施されるなど、

調査票のＯＣＲ化に向けての方針変更（本プロジェクトもこれを推奨）がみられた。

また、1994年経済センサスの分散入力方式が、技術的な面で人口センサスに適応でき

る可能性が低いことや、高額なＯＣＲ機の調達に加え、日々行う読み取り精度の調整

等に必要な要員・経費の確保面での困難性、さらに、不読・誤読に対する処理要員の

確保とその品質管理体制整備の困難性など、多くの課題とその有効な対応策が講じら

れない、などの理由により、ＩＮＤＥＣは地方分散処理の実現は難しいと判断した。

　（ただし、地方事務としての調査票の整理、内容検査等は、地方州政府にて実施予

定。）

　ところで、｢地方分散処理」は、取り集められた調査票を数多くの場所で一斉に処理

できることから、集計処理を行うまでの期間が短縮され、これにより早期に結果の利

用ができるというメリットがある。一方、デメリットは、産業分類や職業分類の符号

格付、調査票の内容検査、調査事項の不備やエラーに対する訂正処理などの処理要員

が多く必要となる、各担当者のスキルの違いにより集計結果の品質面で影響を及ぼす

おそれがある、画一的な処理を行うための教育の実施効果はそれほど期待できない、

処理に必要な機材などの調達経費がかさむ、等の点があげられる。

　また、本プロジェクトでは、ＯＣＲ調査票の試験調査での実施結果の評価を待って

検討することとしていたため、実質的なシステム開発は未着手状態のまま今日に至っ

ている。

　このような実情を勘案すると、当初予定されていた「分散処理システム」の開発を

中止するとしたＩＮＤＥＣの判断は理解できることから、本プロジェクトの人口統計

情報システムの構築にかかる活動のひとつであった「地方分散処理システムの整備」

については、計画変更（中止）はやむを得ないと判断した。

５) ＧＩＳについて

　アルゼンティン国内の地理情報データに関する整備状況をみると、人口１万人以上

の都市については、当初からの整備計画に基づき作業が進められていたことから、現

在、コルドバ州（進捗率70％）の分を除き完備されている。しかし、それ以外の農村

部の地域については、そのほとんどが整備未着手（17州)、整備中（５州）で、終了予

定時期を過ぎていたり、未定の状況となっている。
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　2000年人口センサスにおいて活用するには、さらに、整備済みＧＩＳデータの修正

や調査区境界の入力作業が必要で、また、未整備地方州の分をＩＮＤＥＣが中心とな

り作業を行うこととしているものの、その実施に向けてのスケジュールは不明の状況

となっている。しかし、ＩＮＤＥＣでは、1998年農牧センサスにおいて整備した農村

部の地図情報（人工衛星を用いて調査区設定のために作成）が完備すれば、2000年人

口センサスの調査区設定や、データ利用に活用できるとし、現在これらの整備作業を

実施している。

　一方、本プロジェクトでは、ＧＩＳデータの精度の向上に対して、人工衛星画像な

どの利用により、可能な限り努力する予定であるとしているが、具体的な整備方法に

ついては、今後の検討課題としている。

　なお、モデル州の整備状況は下表に示すとおり、サンタフェ州を除く４州において、

農村部の整備が未了となっている。

表４－１

(２) 2000年人口センサスの準備

１) 1991年人口センサスの評価について

　｢2000年人口センサスの企画・立案にあたっては、1991年人口センサスを評価し、そ

の問題点の把握およびその改善が重要である」との考えのもとに、本プロジェクト開

始直後の1995年12月から1997年３月にかけて、次の評価会議が開催された。

①ＩＮＤＥＣ内部の評価会議

②ＩＮＤＥＣと地方（州）統計局との評価会議

③一般ユーザー（政府機関－経済・教育・住宅等の政策担当者、大学等）との評

価会議

　このうち、ＩＮＤＥＤ内部の評価会議とＩＮＤＥＣと地方（州）統計局との評価会

人口１万人以上の都市 農村部（衛星画像による入力） GIS関係職

州名 進捗率 入力場所 進捗率 入力場所 画像の解像機材・ 終了予定時期 員の配置

（％） （％） ソフトの所有状況 （人）

チュブット 100.0 州政府 95.5 州政府 有り 98年10月 3

ミシオネス 100.0 ＩＮＤＥＣ 0.0 ＩＮＤＥＣ 無し 未定 0

サルタ 100.0 ＩＮＤＥＣ 0.0 ＩＮＤＥＣ 無し 未定 0

サンルイス 100.0 ＩＮＤＥＣ 0.0 ＩＮＤＥＣ 無し 未定 0

サンタフェ 100.0 州政府 100.0 州政府 有り 98年10月 8
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議には、本プロジェクトが積極的に参加し、協力を行った。

　また、これらの評価会議の検討結果に基づいて、2000年人口センサスの準備が進め

られている。

２) 試験調査の実施について

　2000年人口センサスの調査事項、調査方法等の実施計画案を実地に検討するととも

に、地方統計局等における調査の実施事務の準備に資するための試験調査は、当初５

回実施することとされていたが、これを２回増やし、７回実施する計画に変更された。

このことは、2000年人口センサスの円滑な実施および結果の正確性の確保等の面で評

価してよいと考えられる。

ａ) 試験調査の実施状況および今後の予定

表４－２

　回  実施年月 　　　　　　　　　　　検　討　事　項

第１回 1996年10月 常住地方式、現在地方式

第２回 1996年11月 調査方法（自計方式、他計方式）

第３回 1997年10月 調査事項、調査員の訓練方法、常住地方式の採用の可否

第４回 1998年10月 ＯＣＲ調査票の採用の可否、調査員の訓練方法

第５回 1999年５月 調査員の指導方法、調査の時間帯等を含め、最終チェックのための

総合的な試験

第６回 1999年10月 地方統計局等における調査実施体制の整備等のフルドレス調査

ｂ) 調査団が視察した第４回試験調査の概要およびパラナ市・イグアス市における実地

調査の状況

①主な検討事項

・調査票の様式・設計の適否

・ＯＣＲ調査票の採用の可否

・調査員の教育・訓練方法

・調査員の事務量の把握

②調査の期間

　調査は、1998年10月26日から11月７日までの間に行う。実際に調査を行う日数

は、６日間。ただし、１調査区80住居の調査区については、８日間。

③調査の地域

　調査は、24州の中から選択された７州（本プロジェクトの５州に２州を追加）の９

市において実施する。

　大都市４市、中都市２市、小都市１市、農村地域２市
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④調査の対象

　調査の地域に常住する者（10月31日（土）の週の大部分をその世帯で過ごした

人)。

⑤調査の方法

　調査は、ＩＮＤＥＣ－州統計局－指導員（小学校等の校長や副校長）－調査員の系

統で行う。

　１調査区当たりの住居数は、都市部では60住居（一部の地域で80住居)、農村部で

は80住居である。

　調査員は、１調査区を他計方式により調査する。また、調査員は、調査の途中で２

回、調査済みの調査票を指導員に提出し、指導を受ける。

　なお、調査員には、小学校の先生の中から次の者を選任する。

・35歳以上で、センサスの経験のある者・センサスの経験のない者

・35歳未満で、センサスの経験のある者・センサスの経験のない者

⑥結果の検討方法

・調査票は、「従業上の地位」の質問方法が異なる２種類の調査票を用い、いず

れの調査票による調査結果が正確か等の検討を行う。

・調査票は、民間の会社で、読み取りテストを行い、ＯＣＲ調査票の可否を検討

する。

・調査員には、４時間ずつの研修を２日間（一部の地域では３日間）行い、調査

内容等の理解度を把握する。

・一部の地域において、訓練された者が、ストップウォッチを用いて、調査に要

する時間を測定する。

⑦サンタフェ市、パラナ市およびイグアス市の実地調査の状況

・調査員は学校等に集合し、指導員のもとで調査区番号等を調査票に記入したう

えで、実地の調査に出向いていた。

・視察した世帯の調査に対する協力状況は、非常によかった。

　ＩＮＤＥＣおよび州統計局の職員の話によると、｢一般の世帯は貧困層を含

め、調査には協力的である。プライバシー等で調査にあまり協力的でないの

は、軍人や知識階層である」とのことであった。

・１世帯に要する調査時間は、20分程度であった。

・調査事項の選択肢には「わからない」という項があり、調査世帯の教育程度が

想像されるが、なかには、｢借家なので、住所がわからない」という世帯も

あった。
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・試験調査の広報用ポスターとリーフレットが作成され、ポスターは学校等に掲

出されていた。リーフレットは、指導員があらかじめ調査世帯に配布すること

になっていたが、一部の世帯には配布されていなかった。

・エントレリオス州では、中小企業の商品展示会場の一角に州統計局のブースが

設けられ、職員が、試験調査を含め、統計の広報を行っていて、州統計局の統

計－2000年センサスに対する意気込みがうかがわれた。

・今回の試験調査は、ブラジル等のメルコスールの一部の国と同時に実施された

が、イグアス市の実地の調査状況をブラジルの放送局が取材していた。

３) ＧＩＳを用いた調査区の設定テストについて

　ＧＩＳを用いた調査区の自動的な設定については、第３回試験調査の調査区設定に

おいて、プエルトマドリン市でテストされた。その結果、現在のＧＩＳ関連のソフト

ウェアと処理技術では、実行が困難とされた。ＩＮＤＥＣと一部のＧＩＳの先進州に

おいては、今後も研究を継続する予定とされているが、2000年人口センサスにおける

ＧＩＳを用いた調査区の自動的な設定は断念された。

　したがって、2000年人口センサスの調査区は従来の方式で設定し、事後に、ＧＩＳ

に調査区の境界を入力することとされたが、ＧＩＳを用いて調査区を自動的に設定す

るためには、調査区等の小地域のデータが整備されている必要があり、この点からも

やむを得ないことと思われる。

４) 集計計画、結果の公表計画について

　集計計画および結果の公表計画は、調査の実施計画とともに人口センサスの計画の

重要事項である。1991年人口センサスの計画の不備のひとつとして集計計画および結

果の公表計画の不備が指摘されている。また、これに関連して、1998年３月には細田

雄二短期専門家がアルゼンティンに派遣され、日本における国勢調査の集計システム、

結果表の審査方法を紹介するなどの指導が行われた。しかし、現段階において、集計

計画および結果の公表計画は確定されていない。

　ＩＮＤＥＣでは、｢州レベルでも検討されており、1999年３月までにはまとまる。今

のところ、人口センサス結果の一部を2001年に、全部の結果を2002年に公表する考え

である」ことを表明したが、当調査団はその重要性に鑑み、集計計画および結果の公

表計画を早期に確定するよう指導した。

５) 人口センサス結果の利用、活用方法の指導について

　1998年３月、河野短期専門家がアルゼンティンに派遣され、人口統計特別セミナー

における講演を含め、ＩＮＤＥＣおよびブエノスアイレス在住の人口統計学者等に、

人口センサス結果の利用・活用方法について指導が行われている。また、本プロジェ
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クトでは、1999年３月および1999年度に、短期専門家をアルゼンティンに派遣して指

導することを予定している。

　人口センサス結果の利用・活用については、集計計画および結果の公表計画に基づ

いて、具体的に指導することによって、より効果があがる。この面からも、集計計画

および結果の公表計画が早期に確定される必要がある。

６) 2000年人口センサス計画会議について

　人口センサス計画会議は、ＩＮＤＥＣと地方統計局との円滑な関係を確保すること

等を目的として1997年度から開催されている。この会議は、2000年人口センサスの円

滑な実施に向けて初めて設置された。全国の24州を４グループに分けて、現在までに

数回開催されている。ＩＮＤＥＣと地方統計局との円滑な関係を確保するため、今後

も積極的に開催することを期待したい。

　　　　　　第１グループ　　全体計画、調査の企画等  　第３グループ　　結果の公表、ＧＩＳ等

　　　　　　第２グループ　　住居リスト、調査区設定等  　第４グループ　　調査員の教育、広報・宣伝等

７) 国と地方の連携体制の整備について

　前記の1991年人口センサス評価会議（ＩＮＤＥＣと地方統計局との評価会議）およ

び2000年人口センサス計画会議の開催、ＩＮＤＥＣ職員の地方統計局への派遣等を通

じて、ＩＮＤＥＣと地方統計局は円滑な関係を確保している。

８) 第４回アルゼンティン人口学会への出席について

　第４回アルゼンティン人口学会は、1997年９月、３日間にわたってチャコ州レシス

テンシア市において開催された。アルゼンティンの人口学者、ＩＮＤＥＣ職員、関係

各種団体の職員、牧師、国会議員をはじめ、アメリカ、メキシコ、ブラジル等の学者

も参加して行われた。本プロジェクトからは藤田リーダーが出席した。人口問題全般

がテーマとなっていて、人口の移住政策、貧困問題、失業者問題等広範囲にわたって

討議された。また、｢2000年人口センサスに関するセッション」では、ＩＮＤＥＣか

ら、2000年人口センサスの第１回試験調査における常住地主義・現在地主義の結果お

よび第３回試験調査の概要が報告された。2000年人口センサスに対する国民の理解と

協力を得るためにも、ＩＮＤＥＣは今後、積極的に参加すべきである。

９) メルコスール2000年人口センサス協議会への出席について

　ＩＮＤＥＣでは、2000年人口センサスの実施にあたり、メルコスール各国センサス

との同時実施、各センサス間の比較性の確保を重視している。このためのメルコスー

ル2000年人口センサス協議会が、1997年から開催されている。この協議会には、本プ
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ロジェクトの職員がオブザーバーとして参加している。協議会の開催状況、今後の開

催予定は、次のとおりである。

・第１回 1997年４月 ブエノスアイレス市

・第２回（準備会議） 1997年９月 ミシオネス州ポサーダス市

・第２回 1997年12月 リオデジャネイロ市

・第３回 1998年４月 モンテヴィデオ市

・第４回 1998年７月 ラパス市（プロジェクト不参加）

・第５回 1998年12月 アスンシオン

10) 2000年人口センサスの実地指導について

　現段階においてＩＮＤＥＣでは、2000年人口センサスを2000年10月末に実施するこ

とを目標としている。一方、本プロジェクトは、その終了日が2000年９月14日となっ

ており、2000年人口センサスの実地の調査以前に終了することとなっている。このた

め、局長をはじめＩＮＤＥＣからは、2000年人口センサスの実地の調査についてもプ

ロジェクトの指導を得たい旨の要望がなされた。このことについては、今後検討すべ

き課題と思われる。

11) 2000年人口センサス事後調査、事後評価について

　中南米諸国の人口センサスは誤差率が高いといわれているが、アルゼンティンの過

去の人口センサスも同様であり、人口センサスの誤差を調査の報告書に出さないと、

人口センサスの結果を国民が信用しないということである。このことから、アルゼン

ティンにおいては、事後の評価を重要視している。2000年人口センサスについては、

センサス実施の１週間後に、アンケートによる事後調査を２週間かけて行うとともに、

その後、事後調査を実施することを予定している。本プロジェクトは、1997年の特別

研修会において、事後調査の実施方法について指導した。

　なお、事後調査は人口センサスの６カ月後に実施する予定とのことであったが、事

後調査はその正確性を確保するため、できる限り人口センサスの実施後早期に行うこ

とが望ましいことから、当調査団は、｢事後調査は、人口センサスの実施後３カ月以内

くらいで実施することが望ましい」旨指導した。

　また、事後調査のほか、2000年人口センサス評価会議を、1991年人口センサス評価

会議と同様の形で行うことが予定されている。

12) その他

　2000年人口センサス実施のための政令が、1998年８月６日に制定された。これによ

り、2000年人口センサスは、2000年10月に実施される予定である。なお、この政令で

は、日本の協力に触れている。国の政令に準拠した形で、地方州政府も同様の政令の
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制定を行うが、サンタフェ州においては、すでにこの９月、政令が制定されている。

　2000年人口センサスの当初計画では、1994年経済センサスのＰＣＳ（パンチカード）

による地方分散集計が成功したことから、各州にＯＣＲを配置して地方分散入力・地方

分散集計を行うこととされていたが、現段階における計画では中央一括入力・集計に変

更された。この変更は、中央一括入力・集計のほうがコスト面等から有利であると判断

されたものであるが、当調査団もこれを妥当と考える。

(３) 統計職員の教育・訓練

　｢統計職員の教育・訓練」に関する人口統計プロジェクトの活動事項は、次の３項目に

かかる協力となっている。

①統計職員の教育・訓練プログラムの作成

②統計職員の教育・訓練の実践

③人口センサスの広報・宣伝

　統計職員の教育・訓練に関する活動状況をみると、おおむね順調に実施されており、

その意義や成果について、アルゼンティン関係者から高い評価を受けている。特に、カ

リキュラムの内容は業務に密着したものが中心となっており、また、パソコン20台を配

備した「統計研修室」を設置するなど、人口統計プロジェクトの貢献度はかなり高いこ

と、ＩＮＤＥＣの熱意などがうかがわれた。

１) 統計職員の教育・訓練プログラムの作成

　統計職員の教育・訓練プログラムの作成に際しては、ＩＮＤＥＣにおける人材育成

計画の内容や、その実施状況、ＩＮＤＥＣの要望などを勘案し、また、2000年人口セ

ンサスの実施に焦点を当てたものを考案した。この研修は、ＩＮＤＥＣならびに地方

州政府の統計関係の中堅職員を対象に行う「中堅技術者研修」で、その具体的なカリ

キュラムは、次の５項目である。

①基礎統計 ： 「統計」の基本的理論など

②統計調査概論 ： アンケート調査やセンサスの方法、実務など

③標本理論と実践 ： サンプリング理論や調査の実施、推定方法など

④人口・就業統計 ： 人口センサスのデザイン、人口分析・解析方法など

⑤情報処理 ： 情報処理を取り入れた統計分析技術など

　上記に加え、情報処理、特にパソコン活用の研修プログラムとして「情報処理技術

研修」があり、Word、EXCEL、ARC-viewなどのソフト・ツールの研修（実習形式）や、

統計結果データの検索・分析研修等がある。
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２) 統計教育・訓練の実践

　上記１)に示す中堅技術者研修は1997年から３カ年計画で実施してきており、30～40

名程度の受講者が全５コースを受講する方式となっている。各地方州政府からは１～

２名の参加で、研修後その者が講師となり、自分の州政府の統計関係者に対して教育す

る方式を採っている。また、５つのカリキュラムのうち、｢①基礎統計」と「②統計調

査概論」を、｢③標本理論と実践」と「④人口・就業統計」を、それぞれ連続した日程

で実施し、各コースとも期間は１週間となっている。

　情報処理技術研修は、パソコンが設置された統計研修室で、1997年に７回、延べ145

名に対して、1998年に４回、延べ80名に対して、それぞれ実施された。これまで行っ

た研修内容別では、Wordに関する研修が４回、EXCELに関する研修が５回で、ARC-view

およびARC-infoに関する研修がそれぞれ１回である。

　また、統計職員の教育・育成の一環として、｢人口統計特別セミナー」を1998年３月

に実施し、本年度においても開催予定となっている。

　上記のほか、ＩＮＤＥＣの要請により、実務を主体とした、いわば「業務研修」的

な研修を適宜実施している。

３) 人口センサスの広報・宣伝について

　2000年人口センサスに向けての広報・宣伝にかかる実施は1999年度以降であり、現

在は、その企画・立案を行っている段階である。人口統計プロジェクトとしては、こ

の事業はかなり高額な経費を必要としていることから、1999年度予算などを勘案して

具体的な計画立案を進めたいとしている。

４) その他

　遠隔地視聴覚教室

　2000年人口センサスの実施に際しては、下図に示す単位で実務に当たる多くの者が

必要である。すなわち、直接調査世帯と応対する調査員（１セグメント・約60世帯を担

当し、全国で約25万人)、約６調査員を指導する指導員（１ヘッフェラディオ・約300

世帯を担当、約４万人）のほか、約10指導員を指揮・監督するインストラクター（１フ

ラクシオン・約3,000世帯）とインストラクターの長、行政区域（郡・デパルタメン

ト）ごとに最低１人のインストラクターの指揮・監督者、州（エスタード）ごとに実施

全体を指揮・監督するコーディネーター１人がおり、インストラクター、コーディネー

ター合わせて約900人の関係者が関与することになる。

　これだけ多くの関係者が、画一的に、定められた方法で、誤りのない調査票を収集す

るためには、関係者全員の意思疎通を図るための徹底した教育・指導が必要である。し

かし、アルゼンティンの国土はきわめて広大であり、中央に集合させて指導を実施する
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５．結論５．結論５．結論５．結論５．結論

(１) 2000年人口センサスの準備

　６回の試験調査計画のうち３回は終了し、４回目が実施されていた。調査団はサンタ

フェなどのモデル州において、調査員による聞き取り調査に同行し、実施状況を観察し

た。州職員、市職員、指導員、調査員の熱意と誠実さは十分感じられたが、本調査実施

までの課題は、モデル州以外の州の調査実施体制づくり、ならびに自治体職員および指

導員や調査員となる要員に対する啓発と訓練などを徹底して、2000年人口センサスに対

する全国的な盛り上げを図ることが肝要である。

　幸い、モデル州においては、知事をはじめとする行政機関の幹部のセンサスの実施と

成功に対する熱意は、これから州民に人口センサスへの積極的な協力が得られる基盤整

備のための広報の必要性を強調されたことなどにより、十分感じとられた。

(２) 統計職員の資質向上

　国および地方職員の統計に関する資質向上を図ることは、センサスの円滑な実施、効

果的かつ効率的な統計の作成ならびに統計の利活用にとって、不可欠のことである。こ

れに関しては、プロジェクト事業の一環として、機材供与と研修室開設、および資質向

上に関する研修が着実に行われていることから、将来総合的に効果の得られることを期

待したい。

　ちなみに、サンルイス州における機材供与および地方研修室開所式は、知事をはじめ

関係者多数の出席のもとに行われ、その模様はテレビ中継が行われるとともに、翌日は

新聞の第一面のほか、他ページでも報道された。

(３) 統計データベースの整備

　統計データベースを整備するにあたって最も重要なことは、統計調査の成果を確実な

第一統計として豊富に保有することであり、いかに高性能なコンピューター・システム

を設置しても、また高度なソフトウェア・システムを導入しても、第一次統計をもたず

には、行政や研究などに必要な統計データの提供に資することはできない。

　調査団は、ＩＮＤＥＣに2000年人口センサスの実施を機会に、各種統計について正確

な第一次統計の整備と保有を計画的に行うことを期待する旨を述べた。コンピューター

の高性能化および利活用の多様化が日進月歩であることを考えると、第一次統計情報を

整備すれば、地理情報や図形情報など、政策立案等に貢献できる多角的なデータ提供は

自然に可能になっていくことが予想される。
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　なお、ＩＮＤＥＣは、人口センサスの実施時期を2000年10月と予想している。このことと、本

プロジェクトの終了時期が同年９月14日であることを考えると、センサスの実施状況を確認でき

ないことになるので、日本側はプロジェクト終了後、何らかの方法によってセンサスの実施の全

体を確認できるよう配慮することが肝要であろう。
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附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料

①①①①①　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ

　　　　　①①①①①－１　和訳文－１　和訳文－１　和訳文－１　和訳文－１　和訳文

　　　　　①①①①①－２　英文－２　英文－２　英文－２　英文－２　英文

　　　　　①①①①①－３　西文－３　西文－３　西文－３　西文－３　西文

②②②②②　追加Ｒ／Ｄ　追加Ｒ／Ｄ　追加Ｒ／Ｄ　追加Ｒ／Ｄ　追加Ｒ／Ｄ

　　　　　②②②②②－１　英文－１　英文－１　英文－１　英文－１　英文

　　　　　②②②②②－２　西文－２　西文－２　西文－２　西文－２　西文

③③③③③　ＩＮＤＥＣ組織図　ＩＮＤＥＣ組織図　ＩＮＤＥＣ組織図　ＩＮＤＥＣ組織図　ＩＮＤＥＣ組織図

④④④④④　カウンターパート一覧表　カウンターパート一覧表　カウンターパート一覧表　カウンターパート一覧表　カウンターパート一覧表

⑤⑤⑤⑤⑤　小泉長期専門家任期終了報告書（抜粋）　小泉長期専門家任期終了報告書（抜粋）　小泉長期専門家任期終了報告書（抜粋）　小泉長期専門家任期終了報告書（抜粋）　小泉長期専門家任期終了報告書（抜粋）

⑥⑥⑥⑥⑥　平成９年度中堅技術者研修実施状況一覧表　平成９年度中堅技術者研修実施状況一覧表　平成９年度中堅技術者研修実施状況一覧表　平成９年度中堅技術者研修実施状況一覧表　平成９年度中堅技術者研修実施状況一覧表

⑦⑦⑦⑦⑦　平成　平成　平成　平成　平成1 01 01 01 01 0年度中堅技術者研修実施計画一覧表年度中堅技術者研修実施計画一覧表年度中堅技術者研修実施計画一覧表年度中堅技術者研修実施計画一覧表年度中堅技術者研修実施計画一覧表

⑧⑧⑧⑧⑧　　　　　2 0 0 02 0 0 02 0 0 02 0 0 02 0 0 0年人口センサス実施にかかる政令の和訳文（抜粋仮訳）年人口センサス実施にかかる政令の和訳文（抜粋仮訳）年人口センサス実施にかかる政令の和訳文（抜粋仮訳）年人口センサス実施にかかる政令の和訳文（抜粋仮訳）年人口センサス実施にかかる政令の和訳文（抜粋仮訳）

⑨⑨⑨⑨⑨　サンルイス州地方統計研修室開所式　新聞報道記事と和訳　サンルイス州地方統計研修室開所式　新聞報道記事と和訳　サンルイス州地方統計研修室開所式　新聞報道記事と和訳　サンルイス州地方統計研修室開所式　新聞報道記事と和訳　サンルイス州地方統計研修室開所式　新聞報道記事と和訳

⑩⑩⑩⑩⑩　　　　　｢｢｢｢｢ アルゼンチンを訪ねて－統計の技術協力－」アルゼンチンを訪ねて－統計の技術協力－」アルゼンチンを訪ねて－統計の技術協力－」アルゼンチンを訪ねて－統計の技術協力－」アルゼンチンを訪ねて－統計の技術協力－」

　　　　　　　　　　　　　　　          統計情報統計情報統計情報統計情報統計情報19951995199519951995年９月号掲載小山団長寄稿文年９月号掲載小山団長寄稿文年９月号掲載小山団長寄稿文年９月号掲載小山団長寄稿文年９月号掲載小山団長寄稿文
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①①①①①ミニッツミニッツミニッツミニッツミニッツ

　　　　　①①①①①－１　和訳文－１　和訳文－１　和訳文－１　和訳文－１　和訳文

　1995年８月１日に実施協議調査団によって署名された討議議事録（以下、Ｒ／Ｄ）および1996

年11月５日に計画打合せ調査団によって署名された協議議事録（以下、Ｍ／Ｍ）を念頭に置き、

プロジェクトの実施体制、進捗状況および今後の計画等について分析および評価を行った。

　日本、アルゼンティン双方の努力により基本計画（Ｒ／Ｄ付属文書）に掲げたプロジェクト目

標の大部分は着実に実行されつつある。

　今回、日本、アルゼンティン双方は、以下のとおり現状を把握し、残りの協力期間における活

動計画、活動内容について意見の一致をみた。結論として、Ｒ／ＤおよびＭ／Ｍに沿ってプロ

ジェクト活動を継続していけば、残りの期間において当初予定したプロジェクト目標は達成でき

る見通しである。

１．基本計画活動の進捗状況および今後の計画

　人口統計情報システムの構築、2000年人口センサスの準備および統計職員の教育・訓練の各

分野における進捗状況および今後の活動計画は別添－１、別添－２および別添－３のとおりで

ある。

２．日本側投入実績

(１) 専門家派遣について

　日本側はプロジェクト開始から1998年10月までの期間に、別添－４のとおり長期専門

家５名、短期専門家７名を派遣した。

(２) カウンターパートの受入れについて

　現在までに別添－５のとおりアルゼンティンのカウンターパート10名を日本で研修し

た。

(３) 供与機材について

　日本側は、別添－６のとおり1995～1997年度までの期間に、総額170,000,000円（約

1,300,000米ドル）相当の機材をアルゼンティンに供与した。

　主な供与機材は、データベースおよびＧＩＳ、統計教育、地方統計データベースおよ

び地方統計研修室用の機材であり、良好に稼動している。
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３．特記事項

３－１　ＩＮＤＥＣは2000年人口センサスに関し、法令第913/98号が公布され、2000年内にア

ルゼンティン全国においてセンサスが実施されることが確定したことを調査団に伝え

た。

３－２　調査団は終了時評価調査時（2000年３月予定）までにＩＮＤＥＣのプロジェクト投入実

績と金額を整理しておくことを要求し、ＩＮＤＥＣは了承した。

３－３　ＯＣＲの採用方針決定に伴い、調査団は人口統計・情報システムの構築にかかる活動の

ひとつであった地方分散処理システムの作業変更に合意した。

３－４　集計および結果の公表・提供計画に関し、これが人口センサス計画の重要課題であるこ

とに鑑み、調査団はこれを早期に確定するようＩＮＤＥＣと日本側プロジェクトチーム

にその必要性を強調した。

３－５　調査団は遠隔地視聴覚教育システムのプロトタイプがセンサス調査員への訓練用システ

ムとして有効であることを理解した。ＩＮＤＥＣはこのシステムをさらに促進すること

を合意した。

備考：本議事録は英語および西語で作成するが、解釈に相違があった場合は英語の解釈を優先さ

せる。
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